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4-3 インターネット基盤

IPアドレス利用の動向

角倉 教義 ●一般社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（JPNIC） IP事業部・インターネット推進部

IPv4アドレスは、需要が継続する一方で、調達コストは高止まりの傾向。
IPv6アドレスは、コンテンツ側の対応が引き続き課題となっている。

■IPv4アドレスの利用状況
●IPv4アドレスの分配状況
　2011年2月3日に IANA（Internet Assigned
Numbers Authority）が管理するIPv4アドレスの
中央在庫がなくなった。その後、世界に5つある地
域インターネットレジストリ（Regional Internet
Registries：RIR）のうち、アジア太平洋地域を管理
するAPNIC（Asia Pacific Network Information
Centre）は2011年4月15日に、欧州地域を管理す
るRIPE NCC（Réseaux IP Européens Network
Coordination Centre）は 2012年 9月 14日に、
南米地域を管理するLACNIC（Latin American
and Caribbean IP address Regional Registry）
は2014年6月10日に、北米地域を管理するARIN
（American Registry for Internet Numbers）は
2015年9月24日に、IPv4アドレス在庫が枯渇
している。アフリカ地域を管理するAFRINIC
（African Network Information Centre）におい
ても、2020年1月時点でIPv4アドレス在庫が枯
渇となった。
　AFRINICにおいては、長らくレジストリ間で
のIPv4アドレス移転について議論が行われてい
たが、2022年11月に提案が期限切れとなってお
り、現在も未実装となっている（資料4-3-6）。
　資料4-3-6に示すとおり、各RIRはIPv4アドレ
スの在庫が枯渇しているものの、在庫枯渇後の分

配ポリシー（ルール）に基づき、IPv4アドレスの
分配は継続している。資料4-3-7は、APNICにお
けるIPv4アドレスの割り振り（再分配用として
アドレス空間をISP等のローカルインターネット
レジストリに分配すること）と割り当て（ネット
ワーク利用のためにエンドユーザーに分配するこ
と）の件数を集計したグラフである。
　APNICでは2021年11月から2022年10月ま
での1年間で2779件、1月あたり平均で232件の
分配が行われた。前年の同時期（2020年11月か
ら2021年10月までの1年間）と比べて、約300
件分配が増加した。
　IPv4アドレスの分配件数が増加傾向を継続し
ていることから、引き続きIPv4アドレスの需要
が続いている状況と言える。在庫枯渇後の分配ポ
リシーに基づいたIPv4アドレスの分配も限りが
あるため、今後の需要変化やアドレスの在庫状況
には注意が必要である。

●IPv4アドレス移転の状況
　インターネットレジストリからの限られた数の
IPv4アドレス分配のみではIPv4アドレスが不足
する場合、需要を満たす手段としてIPv4アドレ
ス移転が行われている。APNICおよびJPNICに
おけるIPv4移転アドレス数・移転件数の累計は
資料4-3-8の通りである。
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資料4-3-6　各RIRでの IPv4アドレス枯渇対応状況（2023年1月4日時点）

出所：http://www.potaroo.net/tools/ipv4/、https://www.nro.net/rir-comparative-policy-overview-2022-q3/より2023年1月4日時点のデータに基づき作成

資料4-3-7　APNICにおける IPv4アドレス分配件数（2021年11月～2022年10月）

出所：ftp.apnic.net/stats/apnic/delegated-apnic-latestに基づき作成（APNICから各国別インターネットレジストリ（National Internet Registries:NIR）への割り振
り・割り当てを含む）

　2021年11月から2022年10月の間で行われた
IPv4アドレス移転は591件だった。1年前の2020
年11月から2021年10月の間では635件だった
のと比較すると若干減少したが、APNICにおけ
るIPv4アドレスの需要は、引き続き継続してい
ることがうかがえる。
　資料4-3-９は、公開されているオークションに
おける落札価格をもとにIPv4アドレス1IPあた

りの単価を算出し、月単位で平均したものであ
る。公開オークション以外の方法で行われている
IPv4アドレスの移転全てを踏まえた実価格では
ない点はご注意いただきたい。
　2021年は1IPアドレスあたり50ドル前後の落
札が中心となっていたが、2022年もほぼ横ばい
の落札価格で推移した。しかしながら、2022年
は円安が大きく進んだため、日本の事業者にとっ
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資料4-3-8　APNICおよび JPNICにおける IPv4移転アドレス数・移転件数の累計（2010年10月～2022年10月）

出所：ftp.apnic.net/public/transfers/apnic/およびhttps://www.nic.ad.jp/ja/ip/transfer/ipv4-log.htmlより、2022年10月31日時点のデータに基づき作成

ては海外からIPv4アドレス移転を受けるコスト
が、事実上増加したと考えられる。その影響も
あってか、2022年中にJPNICで実施したIPv4ア
ドレス移転のうち、日本国内の事業者が海外から
移転を受けた申請は3件1で、この件数は2021年
と比べて半分以下だった。
　IPv4アドレスは引き続き高い需要があり、調
達の手段となっている移転に伴うコストも高い状
態が継続している。NAT等を使い、1つのIPv4ア
ドレスを複数のユーザーで共用することによる問
題が指摘されている2。IPv4アドレスを利用し続
けるリスクがあることは、勘案しておく必要があ
ると言えるだろう。
　また、IPv4アドレスの調達方法の一つとしてIP
アドレスのリースという考えが出てきているが、
リースを禁止する提案がAPNICで行われた3。日
本のIPアドレスポリシーを議論するJapan Open
Policy Forum（JPOPF）でも、リースについて紹
介された4。IPアドレスのリースでは、IPアドレ

スの貸し主が借り主に一定期間IPアドレスを貸
し出すもので、IPアドレスの割り当ての場合と異
なり、貸し主と借り主の間でネットワークが直接
接続されない。現状のIPアドレス管理ポリシー
ではリースを定義する条項等がない一方、海外で
はリースをビジネス展開している事業者が存在し
ている。
　現在、APNICではリースの是非について継続
議論となっており、今後の動向が注目される。

■IPv6アドレスの利用状況
●IPv6アドレスの分配状況
　資料4-3-10は、APNICにおけるIPv6アドレス
の割り振りと割り当て件数を集計したグラフで
ある。2021年11月から2022年10月の1年間で
1325件、月平均で約110件の分配があった。1
年前の2020年11月から2021年10月では1422
件の分配だったため、約100件の分配数減少と
なった。
　なお、2021年11月から2022年10月の1年間
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資料4-3-9　 IPv4アドレスオークションの1IP平均単価（2015年1月～2022年10月）

出所：IPv4.GLOBAL（https://auctions.ipv4.global/）に掲載のある2015年1月～2022年10月のオークション結果を集計

で見られた大規模なIPv6アドレスの割り振りと
しては、Beijing Volcano Engine Technologyへ
の/20（2022年10月）と、State Oil and Natural
Gas Pipeline Groupへの/22（2021年11月）が
あり、いずれも中国の事業者だった。
　JPNICでは、JPNICからIPアドレスの割り振り
を受けているIPアドレス管理指定事業者に対し
て2000年1月からAPNICへのIPv6アドレス関連
の申請取り次ぎサービスを実施しており、2005
年5月16日からこの取り次ぎサービスを拡張し、
IPv6アドレスに関する全ての申請の受け付けを
行っている。2022年11月時点でIPアドレス管理
指定事業者488組織のうち、約69%にあたる337
組織がIPv6アドレスの割り振りを受けている状
況となっている（資料4-3-11）。

●IPv6アドレスの利用・普及状況
　IPv6のBGP経路テーブルエントリー数は、2021
年12月時点で約14万5000であったが、2022年

12月時点で約17万0000と増加した5。
　グーグルは、同社のサービスにアクセスしてい
るユーザーのうちIPv6を利用している割合を公
表している（資料4-2-12）。IPv6を利用している
ユーザーの割合は40.17%となっており、増加傾
向が続いている。

●IPv6アドレス利用の今後の展望
　IPv6対応が完了しているKDDIや中部テレコ
ミュニケーション（ctc）のFTTHインターネット
接続回線に続き、NTT東西が提供するインター
ネット接続回線が2021年3月時点でIPv6の普及
目標（80%）を達成した。
　モバイル通信においては、NTTドコモが2022
年2月からIPv6シングルスタックの商用サービ
ス化を開始している6。本取り組みについては、
IPv6 Summit in TOKYO 2022において、順調に
ユーザーおよび提供エリアの拡大が進んでいると
報告された7。
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資料4-3-10　APNICにおける IPv6アドレス分配件数（2021年11月～2022年10月）

出所：ftp.apnic.net/stats/apnic/delegated-apnic-latestに基づき作成（APNICから各NIRへの割り振り・割り当てを含む）

資料4-3-11　 JPNICから直接 IPアドレスの割り振りを受けている事業者数、およびそのうち IPv6アドレスの割り振りを受けている事
業者数の推移（2001年3月～2022年11月）

出所：JPNICにおける IPアドレスに関する統計、https://www.nic.ad.jp/ja/stat/ip/

　引き続き、コンテンツ側のIPv6対応が課題と
なっている。コンテンツ配信で使われるCDN
（Content Delivery Network）がIPv6に対応する

ことで、結果的に当該コンテンツへのアクセス
がIPv6になる。実際のところ、Akamaiなど大手
CDN事業者はIPv6対応を完了しており、日本の
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資料4-3-12　グーグルのサービスへの IPv6によるアクセス割合（2022年12月27日現在）】

出所：グーグルのサービスへの IPv6によるアクセス割合、https://www.google.com/intl/ja/ipv6/statistics.html

CDN事業者であるJストリームも2022年3月に
本格的なIPv6対応を開始している。このような
影響で、IPv6のトラフィックは増加中である。
　しかしながら、国内コンテンツのIPv6対応は、
まだ不十分な状況である。IPv4のみでもサービ
ス可能な状況ということもあるが、IPアドレス
を用いたアクセスの国内外判定などに利用される
地理情報（IPジオロケーション）について、IPv6

については複数の事業者がデータ提供を行ってい
るものの、不十分であることが指摘されている8。
この課題解消に向けて、IPoE協議会では、IPv6
の地理情報共有を進める取り組みを行っている。
　コンテンツ側のIPv6対応においては、先の地理
情報など、課題となっている点も少なくない。そ
の課題解決と合わせ、コンテンツ事業者側のIPv6
対応が進んでいくことを期待したい。

1. JPNIC が公開している IPv4 アドレス移転履歴より、https:
//www.nic.ad.jp/ja/ip/transfer/ipv4-log.html

2. 総務省インターネットトラヒック研究会（第5回）配布資料日
本インターネットプロバイダー協会提出資料「IPv4アドレス
の利用を巡る最近の課題～IPv6アドレスの普及の必要性～」、
https://www.soumu.go.jp/main_content/000737254.pdf

3. prop-148: Clarification ‒ Leasing of Resources is not Ac-
ceptable、https://www.apnic.net/community/policy/propo
sals/prop-148/

4. 第43回JPNICオープンポリシーミーティングの「インターネッ
ト番号資源ホットトピックス」においてIPアドレスのリースが
紹介された、https://www.jpopf.net/JPOPM43Program

5. APNICにおける観測データ、http://bgp.potaroo.net/v6/as2
.0/

6. 「IPv6シングルスタック方式」の提供を開始-IPv4アドレス枯
渇問題へ通信事業者として対応-（NTT ドコモの報道発表資
料）、https://www.docomo.ne.jp/info/news_release/2022/
01/31_00.html

7. IPv6シングルスタックの導入とその後の動向（IPv6 Summit
in TOKYO 2022講演資料）、https://www.jp.ipv6forum.com
/timetable/program/20221216_1_IPv6Summit2022_doc
omo.pdf

8. IPv6の普及とIPv4aaS（IPv6 Summit in TOKYO 2022講演資
料）、https://www.jp.ipv6forum.com/timetable/program/2
0221216_3-3_IPv6Summit2022_IPv6IPv4aaS.pdf
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